
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額 差引当期末

残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 75¶856¶835 4¶340¶706 304¶052 79¶893¶490 25¶506¶986 3¶653¶597 65¶578 ` ` 54¶320¶925

構 築 物 6¶540¶065 126¶874 14¶179 6¶652¶760 3¶624¶356 224¶335 14¶174 ` ` 3¶014¶229

工 具 器 具 備 品 2¶493¶200 556¶812 79¶009 2¶971¶003 1¶581¶726 248¶452 ` ` ` 1¶389¶277

船 舶 21¶564 ` ` 21¶564 21¶564 ` ` ` ` 0

計 84¶911¶664 5¶024¶392 397¶240 89¶538¶817 30¶734¶633 4¶126¶384 79¶753 ` ` 58¶724¶431

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 10¶917¶277 877¶367 27¶660 11¶766¶984 4¶447¶976 709¶785 ` ` ` 7¶319¶008

構 築 物 1¶256¶810 138¶573 190 1¶395¶193 446¶430 91¶192 ` ` ` 948¶763

機 械 装 置 69¶694 7¶140 ` 76¶834 51¶322 5¶888 ` ` ` 25¶512

工 具 器 具 備 品 30¶522¶037 4¶439¶480 1¶119¶040 33¶842¶477 21¶429¶480 4¶907¶561 ` ` ` 12¶412¶997

（賃貸等不動産関係）
本学は筑波地区に附属病院患者用駐車場及び学生宿舎等を有している。これらの賃貸等不動産の貸
借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりである。

（単位：千円）

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前 期 末 残 高 当 期 増 減 額 当 期 末 残 高

28¶232¶136 445¶874 28¶678¶010 25¶843¶464

また、賃貸等不動産に関する平成22年度における収益及び費用等の状況は次のとおりであ
る。

（単位：千円）

（単位：千円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 その他（売却損益等）

370¶670 432¶859
(うち、損益外減価償却相当額307¶918)
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重要な会計方針の変更
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当事業年度より、資産除去債務に係る会計処理を適用したことにより、経常利益は193千円減少し、

当期純利益及び当期総利益は64¶736千円減少している。また、資本剰余金は81¶264千円（損益外減価

償却累計額67¶288千円、損益外利息費用累計額13¶975千円）減少している。

~ 重要な会計方針の変更により、期首時点における資産除去債務の残高を計上している。

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
ある。

（注２） 当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりである。
取得等による増加（附属病院患者用駐車場ほか３箇所） 782¶252千円
減価償却等による減少 336¶378千円

（注３） 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて本学で算定した金額（指標
等を用いて調整を行ったものを含む。）である。

（重要な債務負担行為）
１．ＰＦＩ事業である「筑波大学生命科学動物資源センター施設整備等事業」に関する維持管理費相
当分 724¶293千円
２．ＰＦＩ事業である「筑波大学附属病院再開発に係る施設整備等事業」に関する病院運営支援費、
維持管理費等 77¶522¶193千円、施設整備費 33¶450¶926千円（元本相当額）
３•「筑波大学大塚地区校舎棟新営工事」に関する翌事業年度以降支払額 1¶514¶368千円
（東日本大震災関係）
１．東日本大震災により損壊した施設及び備品等の一部を当該年度内で修繕が完了した経費について
は、臨時損失に災害損失（10¶530千円）として計上している。
また、翌年度以降に修繕等が必要になるため、文部科学省へ当該施設及び備品等の復旧に必要な
予算の要求を行っている。
２．東日本大震災により予定されていた業務が実施されていないと明らかに認められる場合で、かつ、
翌年度において当該業務を実施する必要が明らかである場合、業務に必要な経費は、運営費交付金
の繰り越し処置を行っている。そのため、運営費交付金債務の一部（611¶783千円）については、
当事業年度において収益化せず、翌事業年度へ繰り越している。
（重要な後発事象）
該当事項はない。
（千円単位の金額の表示について）
各々の計数を表示単位未満で四捨五入しているため、合計額と符合しない場合がある。
ただし、「利益の処分に関する書類（案）」については円単位で表示している。

™
�
 


		2011-10-23T14:51:56+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




